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榊原英夫
連結財務諸表の作成または持分法の適用にさいして，在外子会社または関連
会社の外貨表示財務諸表を報告通貨(親会社の自国通貨)に換算する必要があ
る。主要な換算方法として，テンポラル法 l，決算日レート法 2およびこれら
の2つの換算方法を状況に応じて適用する状況別換算法(在外子会社等が従属
1 テンポラル法は，外貨表示財務諸表上の各項目(資産，負債，収益および費用の項目)
をそれぞれに適用されている測定基準および認識基準に対応する時点の為替レートによ
り換算する方法である。つまり，通貨，金銭債権・債務および時価で測定されている資
産(たとえば，低価基準が適用されている棚卸資産や有価証券)は，決算日レートによ
り換算され，棚卸資産および固定資産など取得原価で測定されている費用性資産は，取
得日レートにより換算される。損益計算書項目のうち，収益および費用は，発生日レー
トまたは期中平均レートにより換算され，費用性資産の費用化額(たとえば，売上原価
や減価償却費など)および収益性負債(たとえば，前受金や前受収益など)の収益化額
は，それぞれ当該資産の取得日レートおよび負債の発生日レートにより換算される。ま
た，換算差額は，当期の為替差損益として損益計算書に計上される。
2 決算日レート法は，外貨表示財務諸表上の資本項目以外のすべての項目(資産，負債，
収益および費用の項目)を決算日レートにより換算し，換算差額を資本調整項目として
処理する方法である。
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型の場合には，テンポラル法を適用し，独立型の場合には決算日レート法を適
用する方法)の 3つがある 30近年，世界的な趨勢邑しτ，状況別換算法が会
計基準として採用されてきている。たとえば，米国の財務会計基準審議会によ
る基準書第52号(1981年)，英国の会計基準委員会による標準会計実務書第20号
(1983年入国際会計基準委員会による国際会計基準第21号 (1983年)のいずれ
においても，状況別換算法が採用されている。しかしながら，わが国の企業会
計審議会による「外貨建取引等会計処理基準J (1979年)においては，修正テン
ポラル法 4が，原則として，採用されている。したがって，会計基準の国際的
調和化の観点から，外貨表示財務諸表の換算方法に関する会計問題は，緊急に
再検討すべき問題であると考えられる。本論文の目的は，テンポラル法，決算
日レート法および状況別換算法の 3つの換算方法を比較検討することにより，
より望ましい外貨表示財務諸表の換算方法を提唱するための最初のステップと
して，テンポラル法を検討することにある。
I テンポラル法を支持する見解
テンポラル法を支持する主要な見解には，①1972年に米国公認会計士協会の
会計調査研究書第12号として公表された「米国企業の在外事業についての米ド
ルによる報告」において展開された Lローレンセンによる見解と②1975年に米
国の財務会計基準審議会の基準書第8号として公表された「外貨建取引および
3 その他の換算法として，流動・非流動法(流動項目を決算日レートにより換算し，非
流動項目を取得日または発生日の為替レートにより換算する方法)や貨幣・非貨幣法(貨
幣項目を決算日レートにより換算し，非貨幣項目を取得日または発生日の為替レートに
より換算する方法)がある。
4 修正テンポラル法のもとでは，貸借対照表項目は，概ねテンポラル法と同じ方法で換
算される。つまり，通貨および短期金銭債権・債務は，決算日レートにより換算され，
長期金銭債権・債務は，取得日または発生日レートにより換算される。また，費用性資
産など取得原価で測定されている項目は，取得日レートにより換算され，費用性資産の
費用化額および収益性負債の収益化額は，それぞれ当該資産の取得日レートおよび負債
の発生日レートにより換算される。また，当期純利益は，直接決算日レートにより換算
され，換算差額は，為替換算調整勘定として貸借対照表に計上される。
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外貨表示財務諸表の換算に関する会計処理」において展開された見解とがある。
これら 2つの見解を以下において検討する。
付)L.ローレンセンによる見解
L.ローレンセンは，換算は，測定単位を変更するだけで，測定される属性を
変えるものではないとの換算の定義に基づいて，換算後も測定される属性が保
持されるような換算原則，つまり，テンポラル法を提唱している口
(1) 換算の定義
L.ローレンセン ([11J，pp. 10・11)は，財務会計を測定プロセスとみなす本
質観に基づいて，換算(translation)の定義を次のように導きだしている。
一般的に測定プロセスにおいて，測定値は，多くの異なる単位で表示される
が，有用な計算は，同じ単位で表示される測定値についてのみなされるので，
異なる単位で表示される測定値は，有用な計算を可能にするために単一の単位
に変換されなければならない。測定プロセスとしての財務会計においても，測
定値が単一の測定単位に変換される場合にかぎり，有用な計算が，異なる測定
単位で表示されている財務会計上の測定値について可能となる。財務会計にお
いては，米国ドルが米国におげる財務会計上の測定単位であり，外国通貨が外
国における財務会計上の測定単位であるので，測定値が単一の測定単位(単一
の通貨ーたとえば，米国ドル)に変換される場合にかぎり，有用な計算が，異
なる国の通貨で表示されている財務会計上の測定値について可能となる。した
がって，換算は，「測定値変換プロセス (ameasurement conversion process) J 
として適切に定義されてきた 50要するに，L.ローレンセンは，測定プロセス
5 L.ロー レンセン([l1J，p. 11) は，この換算の定義の例として，次のような P.ロー
ゼンフィールド ([14J，p.61)による定義を挙げている。「換算は，ある測定尺度で測定
された金額を換算のルールに従って別の測定尺度で表示した金額に転換する会計プロセ
スである。それは，イギリスの測定尺度で測定した数量をメートルの測定尺度で表示し
た数量に転換すること，たとえば，インチからセンチメーターへの転換やオンスからグ
ラムへの転換と同じである。ドルとポンドのような2つの通貨尺度における単位は，為
替レートにより結びつけられている。」また，新井教授([2]， 265頁)'も，換算につい
て同様の定義を「本来，換算 (translation)とは，ある測定尺度による測定数値を他の
測定尺度による測定数値に変更すること，つまり測定尺度の変更である。すなわち，そ
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としての財務会計の本質から派生するこの換算の定義を採用し，換算は，在外
子会社の財務諸表における測定単位を外国通貨から米国ドルに変更することで
あると主張している。
L.ロー レンセン([l1J，pp. 11-12)によれば，この測定値変換プロセスとし
ての換算は，測定単位を変更するにすぎないので，換算は，測定される属性を
変えるために使用できない。つまり，換算は，測定単位の変更を除いて，外貨
表示財務諸表の作成に使用されているいかなる会計原則も変えることはできな
いと主張されている 60 したがって，測定される属性を変えるような他のいか
なる会計原則の変更(たとえば，歴史的原価で表示されている資産を取替原価
で表示される資産に変えること)も，換算とは別のプロセスであるとみなされ
ている 70
(2) 測定される資産および負債の属性
L.ローレンセン([l1J，pp. 13-14) は，換算は，測定単位を変更するだけ
で，測定される属性を変えるものではないとの換算の定義に基づく換算原則(換
算後も測定される属性が保持されるような換算原則)を提唱するために，一般
に認められた会計原則のもとで測定される資産および負債の属性について次の
ように論じている。ほとんどの資産および負債は，特定日におげる通貨価格(通
貨と他の資源が交換される，または，交換されるであろう比率)で測定される。
れは，例えばマイルをキロメートノレに，またポンドをキログラムに変えることである。
これと同じく，為替換算も，外国貨幣によって測定された金額を自国貨幣による金額に
変えることである。」と述べている。
6 L.ロー レンセン([l1J，p. 11)は， I実際には，一致していない会計原則は， U.S.に
おいて一般に認められていない会計原則に準拠して作成される換算財務諸表をうみださ
ないようにするためには，換算に先立つて変えなければならない。」と述べている。
7 L.ロー レンセン([l1J，p. 13)は，換算と一般物価水準変動会計の類似性を次のよう
に説明している。「換算は， 2つの重要な側面で一般物価水準変動会計に類似している。
第ーに，財務諸表における測定単位が，換算においても一般物価水準変動会計において
も変わる。第二に，換算も一般物価水準変動会計も財務諸表を作成するさいに使用され
るいかなる会計原則も変えない。一般物価水準変動会計においては，財務諸表における
測定単位は，歴史的通貨財務諸表を作成するさいに使用される他の会計原則を変えるこ
となしある国の通貨の歴史的単位によって定義される測定単位から特定の日における
通貨単位の一般購買力によって定義される測定単位に変えられる。」
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歴史的原価で表示されている資産は，それらが取得される時点での実際の通貨
価格で測定される。現在取替価格または現在売却価格で表示されている資産は，
貸借対照表日における実際の通貨価格で測定される。財および用役を引き渡す
義務は，それが記録される実際の通貨価格で測定される。
通貨価格で測定されない資産および負債もある。通貨は，貸借対照表日にお
いて所有されているその数量で測定される。通貨に対する請求権(債権)およ
び通貨を支払う義務(債務)は，債務者が支払を約束した通貨の金額で一般に
測定される。
(3) テンポラル原則
L.ローレンセンは，測定値変換プロセスとしての換算の定義に基づいて，外
貨表示財務諸表において測定されている資産および負債の属性が，換算後にお
いて保持される換算原則を提唱している。L.ローレンセンは，このような換算
原則を提唱するさいに，①外国通貨価格で測定されている資産および負債と②
外国通貨価格で測定されていない資産および負債(外国通貨や外貨建債権・債
務)に対して，異なる論理を展開している。
L.ローレンセン ([11J，pp. 16・17)は，外国通貨価格で測定されている資産
および負債に対しては，次のような「公正価値の原則」に基づく論理を展開す
ることによって，その属性が換算後において保持される換算原則を提唱してい
る。
通貨または通貨に対する請求権の移転を伴わない交換において取得される資
産は，一般に，公正価値の原則を用いることによって測定される。「公正価値の
原則」とは，公正価値を通貨または通貨誇求権の移転を伴わない交換における
通貨価格の近似値とみなす考え方である。したがって，「公正価値の原則」によ
れば，通貨または通貨に対する請求権の移転を伴わない交換における通貨価格
は，「ヲi渡した対価」の公正価値または「取得された財産」の公正価値のうちよ
り明確な証拠のある公正価値によって見積もられる。「引渡した対価」または「取
得された財産」の公正価値は，交換日におげる公正価値でなければならない。
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別の日における公正価値は，交換にとっての通貨価格の近似値ではないであろ
フ。
公正価値の原則は，本国通貨の移転を伴わないが外国通貨と財または用役の
移転を伴う交換(在外子会社による交換)にとっての本国通貨による通貨価格
を見積もるために用いることができる。公正価値の原則をこのような交換に適
用する場合，本国通貨が「通貨J であり，交換に伴う外国通貨は「通貨」では
ない。外国通貨は，「引渡した対価J (交換が購入である場合)または「取得さ
れた財産J (交換が販売である場合)のいずれかである。「引渡した対価」また
は「取得された財産」である外国通貨についての交換時点における本国通貨に
よる公正価値は，その時点、における 2つの通貨にとっての為替レートにより決
定される。したがって，このような交換にとっての本国通貨価格は，外国通貨
価格に交換時点における為替レートを掛けることにより見積もることができる。
つまり，本国通貨での歴史的原価は，外国通貨での歴史的原価に取得日におけ
る為替レートを掛げることによって見積もられるし，また，本国通貨での現在
取替価格および現在売却価格は，外国通貨でのそれらの相当額にカレントな為
替レートを掛けることによって見積もられる。したがって，測定される資産お
よび負債の属性が，換算後において保持されるように換算するためには，外国
通貨価格で測定されている資産および負債は，外国通貨価格が関係する日にお
ける実際の為替レートで換算されるべきである。
次に，L.ローレンセン([l1J，p. 18)は，外国通貨価格で測定されていない
資産および負債(外国通貨や外貨建債権・債務)に対して，次のような論理を
展開することによって，その属性が換算後において保持される換算原則を提唱
している。
外貨表示財務諸表において報告される外国通貨や外貨建債権・債務の属性は，
所有されているまたは約束されている外国通貨の数量である。ある項目の数量
は，その項目に関して定義される測定単位によって測定できるにすぎない。も
し，測定単位が他の項目に関して定義されるならば，この項目についての別の
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属性が，測定されなければならない。測定単位は，換算される財務諸表におけ
る外国通貨に関して定義されないので，所有されているまたは約束されている
外国通貨の数量は，これらの財務諸表において測定できない。したがって，換
算される財務諸表上の外国通貨や外貨建債権・債務を測定するための別の原則
が，採用されなければならない。
米国ドル財務諸表の観点、からもっとも関心のある外国通貨の属性は，米国ド
ルに対するその支配力である。特定の時点における外国通貨の米国ドルに対す
るその支配力は，その時点における 2つの通貨にとっての為替レートによって
決定される。したがって，外国通貨や約束された金額で表示されている外貨建
債権・債務は，貸借対照表日におげるそれらの米国ドルに対する支配力を測定
するために，貸借対照表日における実際の為替レートで米国ドルに換算される
べきである。
要するに，L.ローレンセン ([11J，p. 19)は，次のような換算原則を提唱し
ている。つまり，①通貨価格で測定される資産および負債は，その通貨価格が
関係する日における為替レートで換算されるべきである。②通貨および約束さ
れた金額での債権・債務は，貸借対照表日における実際の為替レートで換算さ
れるべきである。L.ローレンセンは5この換算原則が，資産および負債の測定
値のテンポラルな(時点的な)特質に依存しているので，つまり，この換算原
則のもとでは，測定値がどの時点で測定されたものであるかといった特質に応
じて換算レートが選択されているので，この換算原則をテンポラル原則と呼ん
でいる 80
なお，L.ローレンセン ([11J，p. 61)によれば，テンポラル法によって外貨
表示財務諸表を換算することから生じる換算差額は，為替レートの変動が生じ
8 L.ローレンセン ([llJ，pp.23-24)は，収益および費用の換算について次のように述
べている。「収益は，総資産の増加または総負債の減少であり，費用は，総資産の減少ま
たは総負債の増加である。…現金収支または債権・債務の発生の結果として認識される
収益または費用は，保有現金および債権・債務が認識日におけるレートで換算されるの
で，認識日における実際の外国為替レートで換算される。無数の現金収支または債権・
債務の発生を伴う収益または費用は，通常，たとえば，平均レートのような近似レート
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る期間の損益計算書に報告すべきであると主張されている 9。
(4) L.ローレンセンによる見解の特徴と問題点
L.ローレンセンによるテンポラル法支持論の特徴は，①換算は，測定単位を
変更するだけで，測定される属性を変えるものではないとの換算の定義に基づ
いている点，②この換算の定義に基づいて，外貨表示財務諸表において測定さ
れている資産および負債の属性が，換算後において保持される換算原則を提唱
するさいに，外国通貨価格(歴史的原価，現在取替価格または現在売却価格)
で測定されている資産および負債に対して，「公正価値の原則」に基づく論理を
展開している点，③外国通貨価格で測定されていない資産および負債(外国通
貨や外貨建債権・債務)に対しては，米国ドル財務諸表の観点からもっとも関
心のある外国通貨の属性は，米国ドルに対するその支配力であるとの前提に基
づく論理を展開している点にあると考えられる。これらの特徴のうち①と②に
おける定義および論理については，一応の説明がなされている。しかしながら，
③における前提，つまり，米国ドル財務諸表の観点からもっとも関心のある外
によっても満足のいく換算がなされる。資産として報告された金額の全部または一部を
費用の範鴎に配分する結果として認識される費用は，配分日において資産を換算するた
めに用いたレートで換算される。繰延収益の全部または一部を収益の範曙に配分する結
果として認識される収益は，配分日において繰延収益を換算するために用いたレートで
換算される。」
9 L.ローレンセン ([1J，p.49)は，外貨表示財務諸表の換算により生じる換算差額の
本質について，次のように説明している。「在外子会社が，為替レートが変動する聞に外
貨および外貨建債権・債務を保有することにより， ドルに対する支配力についての利得
または損失が生じる。外貨の為替レートが下落するなら，子会社の通貨金額および子会
社の債務者が支払うことを約束した貨幣金額は，下落前より少ないドル価値になる。他
方，通貨を支払う子会社の約束を履行するには，下落前主り少ないドルの犠牲が必要と
なる。したがって，子会社は，レート下落の結果として，外貨および外貨建債権の保有
により， ドルに対する支配力を喪失し，子会社は，外貨建債務の保有により， ドノレに対
する支配力を獲得する。レート上昇により，逆の影響が生じる。
この利得または損失は，外貨および約束された金額で表示されている外貨建債権・債
務を新旧の為替レートで換算する結果として，換算後財務諸表において報告される。.
為替レートが変動する間，外貨および約束された金額で表示されている外貨建債権・債
務を保有する結果として，換算後財務諸表において報告されるドルに対する支配力につ
いての利得または損失を，この研究において， If'為替差損益J (foreign exchange gains 
and losses) と呼んでいる。」
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国通貨の属性は，米国ドルに対するその支配力であるとの前提については，そ
れを支持する何の説明もなされていない。このような前提に基づいて，貨幣項
目(通貨や債権・債務)を決算レートで換算し，為替差損益を損益計算書に計
上すべきであるとする換算方法(テンポラル法)が導かれている点に，L.ロー
レンセンによる見解の最大の問題点があると考えられる 100
(ロ) 基準書第8号による見解
基準書第8号は，これまでに提案されてきた代替的な換算目的を検討した結
果，「外貨によって測定されている資産，負債，収益または費用を①ドルによ
り，②米国の一般に認められた会計原則に準拠して測定し，表示することであ
る」との換算の目的を採用し，この換算目的を達成するためにもっとも適した
換算方法としてテンポラル法を提唱している。
(1) 換算の目的
基準書第8号によれば，審議会は，外貨表示財務諸表の換算問題に関する結
論に対する第一のステップは，換算プロセスの目的を明らかにすることである
と決定した上で([6 ]， par. 78)，受理した文書によるコメント，審議会の委員
および専門委員の個人的見解ならびに本題に関する様々な論文で表明された見
解によって提案された次のような諸目的を検討した([6]， par.79)。
A すべての資産，負債，収益および費用がドルで測定され，記録されたと
すれば，適用されるであろう米国の一一般に認められた会計原則に準拠して財務
諸表を表示すること。
B 外貨で測定され，記録された資産，負債，収益および費用について，外
10 R. K.ストー レイ([l1J，p. 103) は，この問題点を次のように指摘している。「この
研究(L.ローレンセンによる研究一引用者挿入)には， IF米国ドル財務諸表の観点、からも
っとも関心のある外国通貨の属性は，米国ドノレに対するその支配力である。 ([11J，p. 
18)0.1 との論述がある。この一見当たり障りのない論述は，テンポラル原則に対する主
要な支持を与えているが，この研究において，なんらかの分析または証拠によって擁護
されているわけではない。それは，米国ドノレで表示された米国企業の財務諸表の読み手
が，米国企業の在外活動をどのようにみているかについての lつの仮定(前提)である。
別の仮定が，異なる換算原則を導くであろう。」
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国の一般に認められた会計原則を企業の財務諸表において保持すること。
C 換算された外貨の金額を含む財務諸表にとって，測定単位が単一である
こと。つまり，外貨で測定されているまたは外貨建てとなっている資産，負債，
収益または費用をドルで表示するだけではなく， ドルで測定すること。
D 資産，負債，収益および費用の測定に用いた各々の通貨を測定単位とし
て保持すること。つまり，外貨で測定された資産，負債，収益および費用をド
ルで表示するが，その外貨を測定単位として保持すること。
E ドル以外の通貨で行われる事業活動に与えるレート変動の経済的効果と
一致する為替差損益を生じること~
基準書第8号は，まづ，上記の代替的目的A(米国の一般に認められた会計
原則に準拠して財務諸表を表示すること)と目的B (外国の一般に認められた
会計原則を企業の財務諸表において保持すること)のいずれを換算目的とすべ
きかに関する議論を検討している。基準書第8号([6]， par.81)は，目的A
を支持する見解について，「米国の一般に認められた会計原則は，発達してお
り，よく知られている。したがって， ドル財務諸表の読み手は，財務諸表の作
成に用いたすべての会計原則を知っているわけではないが，一般に財務諸表が
表している内容を理解する。それゆえ，異なる会計原則によって測定された資
産および負債を企業の財務諸表に統合することは不適切であるりと述べてい
る。また，基準書第8号([ 6 ]， par. 80)は，目的Bを支持する見解につい
て，「換算目的にとって唯一の有意義な外貨表示財務諸表は，その外国において
一般に認められた会計原則に準拠したものである。したがって，もし，資産の
属性が米国の一般に認められた会計原則に準拠していない基準に基づいて測定
されるとしても，その測定基準は，それでもなお換算プロセスにおいて保持す
べきである。」と述べている。
基準書第8号([6 ]， par. 82)によれば，審議会は，代替的目的Aと目的B
11 基準書第8号([6]， par.111)は，目的Eを受け入れなかった。この目的Eに関す
る議論は，本論文の第 3節(153-160頁)で検討されている。
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を検討した結果，次のように結論づけている。
「暗に理解され，かつ実務に適用されてきた概念，つまり，連結財務諸表に
含まれるすべての財務諸表は，米国の一般に認められた会計原則に準拠して作
成されるべきであるとの概念が必要となると結論づけた。審議会は，在外事業
と国内事業との間の会計手続および測定プロセスの首尾一貫性は，外国と国内
の財務諸表の連結に望ましいと決定した。したがって，結合，連結または持分
法会計の目的で作成された外貨表示財務諸表は，米国の一般に認められた会計
原則に準拠して作成すべきであり，また，換算は，それらの外貨表示財務諸表
で用いられた測定基礎を変更してはならない。審議会は，目的Aを採用し，目
的Bを拒絶した。」
このように審議会は，目的Aと目的Bを代替的目的として検討し，外国と国
内の財務諸表の連結にとって，異なる会計原則を適用することは不適切である
との観点から，目的Bを拒絶し，目的Aを採用した。しかしながら，目的Aは，
換算プロセス自体によって達成できるわけではなく，換算に先だ、って，外国の
一般に認められた会計原則から米国の一般に認められた会計原則へ変更するこ
とによってのみ達成できる。したがって，目的Aを換算目的として採用すべき
であるとの主張から，特定の換算方法を導きだすことはできないと考えられる。
むしろ，別の論拠に基づいて，特定の換算方法が決定され，適用される場合に，
その換算方法いかんにより，外国の一般に認められた会計原則を保持すべきか，
換算に先だ、って米国の一般に認められた会計原則へ変更されるべきかが決定さ
れる関係にあると考えられる。なお，前述の par.82の論述のうち「換算は，
それらの外貨表示財務諸表で用いられた測定基礎を変更してはならないoJとの
主張が，目的Aと目的Bの検討によってどのように導きだされたのか不明であ
る。
基準書第8号は，次に，代替的目的c(換算された外貨の金額を含む財務諸
表にとって，測定単位が単一であること。つまり，外貨で測定されているまた
は外貨建てとなっている資産，負債，収益または費用をドルで表示するだけで
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はなく， ドルで測定すること。)と目的D(資産，負債，収益および費用の測定
に用いた各々の通貨を測定単位として保持すること。つまり，外貨で測定され
た資産，負債，収益および費用をドルで表示するが，その外貨を測定単位とし
て保持すること。)のいずれを換算目的として採用すべきかを検討している。
基準書第8号は，代替的目的Cか目的Dのいずれを採用するかにより，換算
に関する会計処理に次のような2つの相違が生じると説明している。つまり，
第 1の相違は，外貨による過去価格で測定される在外事業の資産および負債の
換算方法に関係し，第2の相違は，換算プロセスの効果の認識の仕方に関係す
ると説明されている。基準書第8号([6]， par. 85)は，第 1の相違につい
て，「測定単位の問題は，主として，外貨による過去価格で測定される在外事業
の資産および負債に焦点を合わせている。外貨で測定されたまたは外貨建てと
なっている現金，債権・債務ならびに現在または将来価格で測定される資産お
よび負債は，いずれの通貨が測定単位と考えられるかに関係なく，カレントレ
ートで換算されるとの一般的合意があるりと説明している 120
要するに，目的Cを採用した場合には，過去価格で測定される資産および負
債は，歴史的レートにより換算されるが，目的Dを採用した場合にはそれらは，
カレントレート(決算日レート)により換算されることになる。
また，基準書第8号([6 ]， par. 86)は，第2の相違について， 12つの相対
立する見解の重要な概念上の相違は，換算プロセスの効果の認識の仕方に関係
する。ドルが測定単位であれば，レート変動から将来生じる資産および負債の
ドルによる帳簿価額の変動は，純利益に影響を与える。しかしながら，外貨が
12 基準書第8号([6 J.par. 80)は，この第1の相違について，より具体的に「たとえ
ば，ある資産が在外事業または圏内事業のいずれかによって，レートが1外貨1ドルの
ときに.100外貨で取得されたとする。外貨またはドルのいずれかで測定されたその歴史
的原価は，ドノレ財務諸表において100ドルとして表示される。しかしながら，レートが1
外貨2ドルに変動すれば，その資産の歴史的原価は，外貨を測定単位として保持するド
ル財務諸表においては.200ドル(カレントレートによる換算)として表示されるであろ
う。レート変動後に原価を100ドルとして表示することは，その資産の歴史的原価を外貨
ではなく， ドルで測定することである。」と説明している。
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在外事業のドル財務諸表の測定単位であれば，過年度においてドルで換算され
た財務諸表は，それらが当期に換算される財務諸表と比較可能なものになるた
めには，当期のドル相当額に再表示する必要がある。再表示自体は，過年度の
財務諸表について，その金額をドル相当額に更新する以外は何の変更ももたら
さない。したがって，為替差損益は生じない。」と説明している。要するに，目
的Cを採用した場合には，為替差損益が認識されるが，目的Dを採用した場合
には，それは認識されないことになる。
次に，基準書第8号([6 ]， par. 84)は，目的Dを支持する見解について，
「外貨を測定単位として保持したいとの願望は，外貨表示財務諸表が在外事業
をもっとも有意義に表示するものであり，換算はそれらの財務諸表における項
目間の諸関係を保持すべきであるとの信念から生じる。この見解は，また外国
の会計原則を保持することを支持し，外国資産の歴史的原価は，外貨によって
測定できるとの見解に関連しているりと述べている。しかしながら，基準書第
8号([6]， par.92)は，目的Dを採用した場合の問題点を「単一の財務諸表
に複数の測定単位を用いるならば，その結果の説明について疑問が生じる。在
外事業の換算される財務諸表に様々な外貨が測定単位として用いられるならば，
換算の結果生じるドル金額同士を集計したり，換算の結果生じる金額と圏内事
業のドル金額とを集計することは， ドルによる測定でもなければ，別の通貨に
よる測定でもない合計額を算出することになるであろう。審議会の判断によれ
ば，連結財務諸表の基礎にある単一企業概念により，測定単位は単一であるこ
とが要求されると考える。」と指摘している。
また，基準書第8号([6]， par.135)は，目的Dを支持する別の見解につい
て，「表明された反対の見解は，在外事業によって取得された資産の歴史的原価
は，外貨によってのみ測定が可能で、あり，かかる資産にドルによる歴史的原価
は存在しないというものである。この見解によれば，ある資産の外貨による歴
史的原価をレートの変動に応じて以前より少ないまたは多いドル金額に換算す
ることは，単に，レートの絶対的な算術上の改訂にすぎず，したがって，歴史
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的原価の会計原則からの離脱を意味しない。外貨による原価こそ唯一の歴史的
原価であり，その外貨による原価は，変化しない。」と述べている。基準書第8
号は，この見解(資産の歴史的原価は，外貨によってのみ測定が可能で、あり，
かかる資産にドルによる歴史的原価は存在しないとの見解)に対して，次のよ
うな2つの反論を指摘している。
① 審議会は，資産の取得原価が特定の通貨で表示されていたとしても，表
示通貨価格に取得日の実際のレートを掛けることによって，他の通貨による原
価相当額を見積もることができると考えている。ちょうど，ある物体の長さが
インチで測定され，次に，適切な変換レートを用いることにより，センチメー
ターで再測定できるのと同じように，資産の原価も適切な換算レートを用いる
ことにより，様々な測定単位(異なる通貨)で測定することができる([6 ]， 
par. 137)。
② 外国にある資産を外国為替市場において必要な外貨を取得することによ
って，間接的にドルで購入できる。購入前に外貨を取得しても，この状況は，
基本的には変わらない。ドルによる購入原価は，測定プロセスを通して知るこ
とができる。また，他の観点からみれば，資産購入のために外貨を消費するこ
とは，その外貨は米国の親会社に送金するためにドルに転換することができな
いことを意味する。外貨が資産購入に用いられるために転換により受け取るこ
とができないドル，つまり，喪失されたドルこそ原価という言葉のもっとも文
字どおりの意味での取得原価である([6]， par. 138)。
次に，基準書第8号は，目的Cを支持する主張を次のように展開している。
① 審議会は，企業の財務諸表に含められる外貨表示財務諸表にとって， ド
ルまたは外貨のいずれが適切な測定単位であるかを評価するにさいして，現在
一般に認められた会計原則における次のような連結財務諸表の目的 (ARB第
51号「連結財務諸表」第1項)を考慮、した([6]， par. 87)。つまり，連結財務
諸表の目的は，主として，親会社の株主および債権者のために，本質的には，
あたかも連結グループが複数の支庖または部門を有する単一の企業であるかの
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ように，親会社とその子会社の経営成績および財政状態を表示することである
([ 1 J， par. 1)。
② 審議会は，上記の連結財務諸表の目的と首尾一貫するために，在外事業
を含むグループ全体の取引について，あたかもその取引が単一の企業のもので
あるかのように換算すべきであると信じる。たとえば，企業が買収したときに
は，被買収企業の帳簿価額に関係なく，企業にとっての投資原価が連結財務諸
表にとっての取得資産の原価となる。したがって，被買収企業が，ある資産に
対して独自の記録された原価をもっていたとしても，買収企業の原価が，連結
プロセスにおいて支配する ([6J，par.88)。
③ ドルは，通常米国企業の財務諸表の測定単位であり，米国企業が取引日
における実際のレートで決済される外貨建取引において，米国企業により取得
される資産の原価に関しては，何の論争もない。原価は取引日におけるドルで
測定され，その原価がレート変動によって後で変動することはなし弘一取引基
準の支持者は，決済が取引日における実際のレートと異なるレートでなされる
場合，何が取得原価を構成するかについて異なる見解をもっているが，それに
もかかわらず，彼らは， ドルを測定単位として認めている([6 J， par.89)。
基準書第8号([6 J， par. 93)によれば，審議会は，以上のように代替的目
的Cと目的Dを検討した結果，「外貨を測定単位として用いる試みは，一般に認
められた会計原則に準拠しない結果を生みだすとともに，概念上および実務上
の諸問題を提起する乙とになるので，審議会は，在外事業の現地通貨ではなく，
ドルを測定単位とすべきであると結論づけた。したがって，審議会は，目的D
を拒絶し，目的Cを採用した。」と結論づけている。
基準書第8号([6 J， par. 6)は，本節の最初に示した換算の目的についての
最終的結論を次のように集約している 130
「企業の財務諸表を作成するための換算の目的は，外貨によって測定されて
いるかまたは外貨建てとなっている資産，負債，収益または費用を(a)ドルによ
り， (b)米国の一般に認められた会計原則に準拠して測定し，表示することであ
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る。外貨によって測定されているまたは外貨建てとなっている資産，負債，収
益または費用をドルによって再測定することは，もし，そうでないなら，一般
に認められた会計原則により要求される資産および負債の測定基礎または収益
および費用の認識時期のいずれにも影響を与えるべきでない。つまり，換算は，
会計原則を変えることなく測定単位を変えるべきである。」
(2) 換算手続
基準書第8号は，外貨によって測定されている資産，負債，収益または費用
を(a)ドルにより， (b)米国の一般に認められた会計原則に準拠して測定し，表示
するとの換算の目的を達成するためには，次の2つの手続が必要であると主張
している。
第 1の手続は， (b)米国の一般に認められた会計原則に準拠して測定し，表示
するとの換算の目的を達成するためのものである。基準書第8号は，この手続
について次のように述べている。
「企業の外貨建取引は，外貨建ての金額または外貨により測定された金額を
含んでいるが，外貨建取引から生じた資産，負債，収益および費用は;par. 7の
a (取引から生じる各資産，負債，収益または費用は，その取引日における実
際の為替レートを用いてドルに換算し，そのドル金額で記録する-引用者挿入)
13 基準書第8号([6]， par.94)は，この最終的結論を補足する見解を次のように述べ
ている。「審議会によって採用された目的Aおよび目的Cは，本基準書のpar.6におい
て単一の換算目的として統合されている。公開草案に対するある回答者によれば，この
目的は.，在外事業の現地通貨または外貨による取引をあたかもそれがわレによる取引で
あるかのように会計処理しようとするものであるとして批判された。審議会の判断によ
れば，この批判は妥当ではないと考えられる。審議会が採用した手続きは，連結財務諸
表の目的に合致している。本国企業の外貨建取引およびその在外事業の現地通貨または
外貨による取引は，単一企業の取引として換算される。本国企業の外貨建取引およびそ
の在外事業の現地通貨または外貨による取引は，単一企業の取引として換算され，会計
処理される。取引の通貨単位および資産の所在地は変わらない。しかしながら，連結グ
ループ内において個々の企業が独立した企業として識別されることはない。換算手続は，
単に外貨で表示され，または当初外貨で測定された金額をドルで再測定する手段にすぎ
ない。つまり，換算手続は，外国の工場が米国にあったならば，その原価がいくらであっ
たかをシュミュレートしようとするものではない。そうでなく，換算手続は，外国にある
当該工場の原価を決定した諸要素を認識し，その原価をドルで表現することである。」
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の手続に従って，米国の一般に認められた会計原則に準拠し，当初からドルで
測定され，記録されている。これに対して，外貨表示財務諸表の資産，負債，
収益または費用は，当初外貨で測定され，記録されており，米国の一般に認め
られた会計原則に準拠していないこともある。換算によって，米国のものと異
なる外国の会計原則のもとで得られる結果を米国の会計原則のもとで容認でき
る測定結果に変えることはできないので，換算される財務諸表が，米国の一般
に認められた会計原則に確実に準拠して作成されるためには，特別な手続が必
要である([6 J;par. 9)。したがって，連結，結合または持分法によって企業
の財務諸表に含められることになる外貨表示財務諸表は，換算に先立つて米国
の一般に認められた会計原則に準拠して作成すべきである。次に，その外貨表
示財務諸表を本基準書の基準に従ってドルに換算すべきである。([6 J， par. 
10)J 
第2の手続は， (a)外貨によって測定されている資産，負債，収益または費用
をドルにより，測定し，表示するとの換算の目的を達成するためのものである。
基準書第8号 ([6J，par. 9)は，この手続について，「換算の目的のために
は，外貨表示財務諸表の資産，負債，収益および費用は，企業の外貨建取引か
ら生じる資産，負債，収益および費用と同様な方法で換算し，会計処理すべき
である 140」と指摘した上で，その具体的な手続を次のように述べている。
① 外貨表示財務諸表を作成するさいに，現地通貨以外の現金および外貨建
債権・債務の金額を表している勘定残高は，現地通貨と外国通貨との聞のカレ
14 基準書第8号([6 J， par. 7)によれば，外貨建取引は，次の手続を適用すべきであ
ると規定されている。
a 取引日において，取引から生じる各資産，負債，収益または費用は，その取引日に
おける実際の為替レートを用いてドルに換算し(つまり， ドルで測定し)，そのドル金
額で記録すべきである。
b 各決算日において，外貨である現金および外貨建債権・債務の金額を表しているド
ルで記録されている勘定残高は，カレントレートを反映するように調整すべきである。
c 各決算日において，時価で計上されている資産でその時価が外貨で表示されている
ものは，決算日の時価ドル相当額(つまり，決算日の外貨による時価にカレントレー
トを掛げた金額)に調整すべきである。
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ントレートを反映するように調整すべきである。これらの調整済み残高と現地
通貨である現金および現地通貨建債権・債務の残高は，カレントレートでドル
に換算すべきである([6]， par. 11)。
② par.11で述べたもの以外の資産および負債については，使用された特定
の測定基準に応じて換算レートを決定すべきである。現在一般に認められた会
計原則のもとでは，財務諸表においていくつかの測定基礎が用いられている。
過去の交換価格(たとえば，歴史的原価)や現在の購入交換価格(たとえば，
取替原価)あるいは，現在の売却交換価格(たとえば，市場価格)が測定基礎
である。外貨表示財務諸表は，さまざまな測定基礎を用いるであろう。したが
って，外貨表示財務諸表において交換価格で計上されている金額は，それらの
測定基礎が保持されるように，次のように換算すべきである([6]， par. 
12)。
a.過去の交換価格(過去価格)で計上されている勘定は，歴史的レートで
換算すべきである。
b.現在の購入交換価格または現在の売却交換価格(現在価格)あるいは将
来の交換価格(将来価格)で計上されている勘定はカレントレートで換算
すべきである。
③ 収益および、費用は，その基礎となる取引が発生した日にドルに換算した
なら生じたであろう金額とほぼ同じドル金額をもたらすように換算すべきであ
る。各取引を個別に換算することは，通常，実行不可能なので，上記の結果は，
期中平均レートを用いて得ることができる。しかしながら，歴史的レートで換
算される資産および負債に関連する収益および費用は，当該資産または負債の
換算に用いた歴史的レートで換算すべきである([6]， par. 13)。
要するに，基準書第8号によれば，会計原則(資産および負債の測定基礎ま
たは収益および費用の認識時期)を変えることなく測定単位を変えるべきであ
るとの換算の目的を達成するためには，外貨表示財務諸表の資産，負債，収益
および費用は，企業の外貨建取号|から生じる資産，負債，収益および費用と同
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じように換算され，会計処理されるべきであり，テンポラル法が，この換算の
目的を達成するに適したもっとも有用な換算方法であると主張されている。基
準書第8号は，かかる主張をより明確に次のように述べている。
「換算の目的は，外貨表示財務諸表の資産，負債，収益および費用が企業の
外貨建取引から生じる資産，負債，収益および費用と同じように換算され，会
計処理されるように要求している。外貨表示財務諸表は，換算に先立つて，米
国の一般に認められた会計原則に準拠して作成されるので，この目的は，通常，
a現金，債権・債務をカレントレートで換算し， bそれ以外の資産および負債
を外貨表示財務諸表で測定するのに用いた会計原則を保持する方法で換算する
ことによって達成される。審議会は，検討した 4つの規準的な方法のいずれを
もそのままでは採択しなかったが，ARS第12号により提案されたテンポラル法
が，この目的に適したもっとも有用な方法であると認めた([6 ]， par. 122)。
テンポラル法は，一般的に，外貨表示の過去，現在または将来の価格で維持さ
れる資産および負債を外貨表示財務諸表で測定するために用いた会計原則を保
持するように換算するものである。つまり，測定された資産および負債の測定
基礎は，換算後も換算前と変わりないということである。したがって，テンポ
ラル法は，測定の基礎を変えることなく外貨による測定からドルによる測定に
変えるものであり，また，それによって，外貨表示財務諸表項目の測定基礎を
保持する (par.82) という 1つの換算目的を達成する([6]， par.123)oJ 
なお，基準書第8号([6 ]， par. 17)によれば，テンポラル法によって外貨
表示財務諸表を換算することから生じる換算差額(為替差損益)は，レートが
変動した期間の純利益の計算に含めなければならないと主張されているヘ
(3) 基準書第 8号による見解の特徴と問題点
15 基準書第8号([6]， par.16)は，為替差損益について， r換算方法が， ドルを測定単
位として使用するなら， ドノレと資産および負債を測定または決済する外貨との聞の為替
レートの変動により，為替差損益が生じる。為替差損益は，換算つまりドルでの再測定
の結果である。為替差損益は， par. 7 (b)およびpar.1から par.13で示した手続から
生じる。」と説明している。
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基準書第8号によるテンポラル法支持論の特徴は，①外貨によって測定され
ている資産，負債，収益および費用をドルにより，測定し，表示するとの換算
の目的(測定単位は単一であるとの目的)に基づいている点，②この換算目的
を支持するために，連結財務諸表の目的(あたかも連結グループが複数の支店
または部門を有する単一の企業であるかのように，親会社とその子会社の経営
成績および財政状態を表示すること)をその論拠としている点，③この連結財
務諸表の目的と首尾一貫するために，連結グループ全体の取引について，あた
かもその取引が単一の企業のものであるかのように換算すべきであるとの考え
方，つまり，外貨表示財務諸表における資産，負債，収益および費用は，企業
の外貨建取引から生じるそれらと同様の方法で換算すべきであるとの考え方が
強調されている点にある。これら 3つの特徴は，いずれも連結財務諸表の基礎
にある単一企業概念(在外子会社を含む子会社と親会社全体を単一の企業とみ
なす考え方)を前提としている。この単一企業概念を前提とするかぎり，基準
書第8号によるテンポラル法支持論の論理は，首尾一貫したものと評価できる。
しかしながら，在外子会社が親会社に従属することなしそれから独立して活
動している場合において，この単一企業概念を前提とすることには疑問がある。
この点に，基準書第8号による見解の最大の問題点があると考えられる 160
II テンポラル法に対する批判
テンポラル法を支持者する見解の前提および論理に対する問題点は，前節に
16 基準書第8号([6]， par. 144)は，この問題点に対して，次のように反論している。
「審議会は，在外事業の独立性の基準を検討したが，独立的な在外事業を識別するに十
分であると考えられる基準を展開することはできなかった。少なくともこのことの困難
性の一端は，独立的子会社 (anindependent subsidiary) というもともと矛盾する概念
にある。その概念は，連結財務諸表の基礎にある単一企業概念 (ARBNo. 51， par. 1) 
を否定するものであるように思われる。もし，在外事業が，状況別アプローチの提唱者
が主張するように，その米国の親会社に対して独立的であるなら，それらの在外事業を
連結することの妥当性には疑問がある。さらに，多くの国内子会社もまた，どのように
独立性を定義しようと，独立的事業の特徴を有する場合があるので，この識別は，外貨
表示財務諸表の換算の問題範囲を超えてしまいそうな意味をもつこととなる。」
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おいて検討した。本節では，テンポラル法を適用する場合の換算結果に対する
批判を中心に検討する。テンポラル法による換算結果に対して，次のような3
つの批判が指摘されている。つまり，テンポラル法を適用した場合，①為替レ
ートの変動が有利な(または不利な)場合に換算差損(または換算差益)が計
上されるとの批判，②換算前財務諸表上の項目聞の諸関係が，換算後維持され
ることなく連結財務諸表に反映されるとの批判，③換算差額がすべて換算損益
として損益計算書に計上されることに対する批判。以下において，これら 3つ
の批判を願次検討する。
(1) テンポラル法のもとでは，為替レートの変動が有利な(または不利な)
場合に換算差損(または換算差益)が計上されるとの批判
この批判は，為替レートの変動が有利な場合には，換算によって換算差益が
計上され，不利な場合には，換算差損が計上されるべきであるとの見解からの
批判である。つまり，換算方法は，為替レートの変動の予測される経済的影響
と一致するような換算損益をもたらすべきであるとの見解からの批判である。
この批判は，外貨表示財務諸表において多額の資産が原価で計上され，かつ多
額の負債が計上されているケースに対して向けられる。この批判を簡単な例示
により説明する。たとえば，為替レートが1ドルニ 1外貨である T1時点で，
在外子会社が100外貨を銀行から借入し，棚卸資産を125外貨で取得したとする。
したがって，持分は， 25外貨であるとする。 T2時点で，為替レートが1ドルニ
0.5外貨に変動する場合，テンポラル法のもとでは， T2時点、で棚卸資産は125ド
ルと換算され，借入金は200ドルと換算されるので，為替レートが変動した期間
に100ドルの換算差損が計上される。テンポラル法の批判者によれば，為替レー
トの変動は，この期間において棚卸資産に関する125ドルまたはそれ以上の換算
差益をもたらすと予測できるので，為替レートの変動は，全体として，有利な
経済的効果をもたらすと予測される。したがって，このような状況のもとで，
100ドルの換算差損を計上することは誤りであると批判される。
P.ローゼンフィード ([15J，p. 104)は，かかる批判を次のように指摘して
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いる。
「テンポラル法のもとでは，外国為替レートの変動が有利な影響をもっ場合
に，損失が報告される。
例証するために，在外活動が1，000U. K.ポンドの原価(現在市場価格より
低い)の棚卸資産を所有し， 500ポンドの債務を負っているとしよう。また，外
国為替レートが， 1ポンド 2ドルから， 1ポンド2.5ドルに変動するとしよう。
このレートの変動は， ドル観点から次の 2つの影響をもっo
1.レートの変動により，債務は， 1，000ドル相当額 (500ポンドX2ドル)
から， 1，250ドル相当額 (500ポンドX2.5ドル)に増加するo 現在一般に認めら
れた会計原則のもとでは，貨幣性項目における変動は，それが発生したときに
認識されるので，テンポラル法は，外国為替レートが変動したときに，債務の
ドル相当額における250ドルの増加を損失として，認識する。
しかし，現在一般に認められた会計原則は，非貨幣性資産におけるすべての
変動をそれらが発生したときに認識しない。それは，非貨幣性資産におけるす
べての変動を非貨幣性資産の数量が変動したとき，つまり，それらのコストま
たは価格が変動したときではなしそれらが売買されたときに限り，通常，認
識するにすぎない。外国為替レートにおける変動により，非貨幣性資産の数量
は変動しない。したがって，テンポラル法は，外国為替レートが変動したとき
に，棚卸資産への外国為替レートの影響を認識しない。
2.そうではあるが，外国為替レートの変動は，そのような場合，棚卸資産
に影響を与える。外国為替レートの変動は，棚卸資産がポンドで売却される場
合にある種の利得をもたらす， ドルの観点からの現在見込み額を増加させる。
棚卸資産は，少なくとも， 1，000ポンドで売却できる。したがって，外国為替レ
ートの変動前において，棚卸資産は， 2，000ドル相当額またはそれ以上で売却で
きる。変動後においては，それは2，500ドル相当額またはそれ以上で売却でき
る。とにかく， ドルの見込み増加額は， 500ドル相当額より少なくない。
したがって，全体として，外国為替レートの変動により，会社は，それが発
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生した期間にドルの観点からは，より豊かになる。その棚卸資産は，少なくと
も， 500ドル相当額以上の価値が増加する。他方，その債務は， 250ドル相当額
だけ負担が増加するにすぎない。会社の財産は，少なくとも， 250ドルだけ価値
が高くなる。しかし，テンポラル法は，その価値上昇の認識を要求せず、に， 250 
ドルの損失の認識を要求する。」
また， D.E.ベンダー([3 J， pp.9・10) も，同趣旨の批判を次のように指摘
している。
iFAS基準書第8号(テンポラル法一引用者挿入)の批判者によれば，外国
通貨がドルに対して強くなることにより，海外投資の価値が上昇する場合には，
換算は，少なくとも，正の会計結果(つまり，利益)をもたらすべきであると
主張される。したがって， ドイツにある子会社は，その投資または一定のドイ
ツマルク価格での将来の売上高がより多くのドルに転換されうるであろうので，
ドイツマルクのドルに対する価値の上昇に応じて，より大きな価値をもつよう
に思われる。
しかしながら， ドイツマルク債務がより高い決算日レートで換算され，他方
で棚卸資産や固定資産のような非貨幣性資産がより低い歴史的レートで換算さ
れるので，逆の会計結果が，しばしば， FAS基準書第8号のもとで生みださ
れた。この結果生じる換算損失は，利益に含められた。さらに，将来の売上高
の増加は，歴史的原価会計モデルによって考慮されない。その結果として，投
資の増価にもかかわらず，純換算損失が，しばしば，財務諸表に計上された。」
また， S.べラミー ([4J，p.74)も，同様の批判を「テンポラル法に対する
追加的異義は，それが通貨変動の経済的影響に対して「直接的に共鳴』しない
との事実にある。純負債会計エクスポージャーにある多国籍企業は，その通貨
が下落し，外国通貨が上昇する場合に換算損失を記録するであろう。しかし，
外国通貨が上昇する場合，親会社は，その海外活動から将来経済的利益を実現
するであろう。」と指摘している。
テンポラル法を支持する見解によれば，上で指摘したテンポラル法に対する
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批判(為替レートの変動が有利な場合に換算差損が計上され，不利な場合に換
算差益が計上されるとの批判)は，テンポラル法自体ではなく，現在一般に認
められた会計原則(歴史的原価主義会計)に向けられるべき批判であると主張
される。たとえば， I. s.デミラグ([5]， 6pp. 79・80)は，かかる主張を次の
ように述べている 170
「親会社通貨の観点、からの，在外子会社からの将来利益の流れについての評
価は，換算プロセスの別の目的である。この目的は，レート変動の経済的効果
が有利であるように思われるなら，為替利益をもたらし(または，少なくとも，
為替損失を回避する)，経済的効果が不利であるように思われるなら，換算損失
をもたらす(または，少なくとも，為替利益を回避する)換算レートを要求す
るであろう。したがって，特定の換算方法は，結果としての為替損益とレート
変動の予測される経済的効果と一致するように選択されるであろう。
このことは，親会社の通貨による将来利益の流れと同じ方向に利益を多分も
たらす決算日レート法(現地主義)の支持者を導く。対照的に，貨幣・非貨幣
法は長期負債を為替レートの変動にエクスポーズするが，固定資産および棚卸
資産をエクスポーズしないと主張される。親会社の通貨が価値を喪失する場合，
損失が長期負債の結果として表示されるであろう。固定資産または棚卸資産に
関するいかなる利得も生じないであろう。このことは，かかる為替レートの変
動の予測将来効果に反するように思われる。しかしながら，歴史的原価主義会
計のもとでは，そのような換算プロセスについての批判は，けっして公正なも
のではない。この問題は，測定基準それ自体についての問題であるように思わ
れる。」
また，テンポラル法を支持する見解によれば，現在一般に認められた会計原
則(歴史的原価主義会計)のもとでは，原価で計上される資産に関する利得は，
資産が売却される時点、で認識されるので，テンポラル法は，かかる利得の認識
17 1. s.デミラグは，貨幣・非貨幣法について論じているが，テンポラル法についても同
じように論じることができると考えられる。
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の時期を保持する点、で，現在一般に設められた会計原則と一貫した方法である
と主張される 18o 逆に，「為替レート変動の予測される経済的効果との一致」を
もたらすために，資産に関する利得を先取りしたり，負債に関する損失計上を
繰り延べる方法は，現在一般に設められた会計原則と矛盾する方法であると主
張されるヘさらに，テンポラル法を支持する見解によれば，「為替レート変動
の予測される経済的効果との一致」をもたらす換算方法が，実行可能であるた
めには，為替レート変動の予測される経済的効果が確証可能で、なければならな
い。しかしながら，為替レート変動の予測される経済的効果を確実に予測する
ことは不可能である。したがって，「為替レートの変動の予測される経済的効果
との一致」をもたらす換算方法は，実際に適用することはできないと主張され
る200
以上述べたところから，テンポラル法に対する第1の批判は，適切でないと
考えられる。
なお，上の批判において指摘したように，テンポラル法のもとでは，外貨が
18 基準書第8号([6 ]， par. 99)は，かかる主張を「現在一般に認められた会計原則の
もとでは，資産および負債に関する利得または損失の認識の時期は，それらの帳簿価額
に依存している。したがって，原価で会計処理されている資産に関する利得または損失
の認識は，通常，資産が売却またはその原価が別の方法により営業収益から控除される
まで繰り延べられる。審議会が採用した換算方法(テンポラル法一引用者挿入)は，か
かる利得または損失の認識時期を保持し，また，そうすることにより，資産を原価で維
持するある効果を強調するものである。」と述べている。
19 基準書第8号([6]， par. 105)は，かかる主張を次のように述べている。 ipar.101 
で述べた『矛盾する』損失の結果(為替レート変動の予測される経済的効果が有利であ
るのに，為替損失が計上されるとの矛盾一引用者挿入)は，資産に関する利得を先取り
するか，または負債に関する損失計上を繰り延べることによってのみ避けられるから，
提案された目的は，現在一般に認められた会計原則と直接に矛盾する。現在一般に認め
られた会計原則のもとでは，原価で計上される資産に関する利得の認識は，通常販売(ま
たは減価償却あるいはアモーチゼーション)されるまで待たなければならないし，また，
それらの利得は，間接的に，別の方法で認識されうる損失を繰り延べることによって，
先取りされてはならない。対照的に，現行の会計原則のもとでは，確認された損失は，
それらが発生した時に認識されるべきであり，資産または繰延費用として繰り延べたり，
未売却資産に関する利得と相殺したり，未売却資産に対する評価勘定として処理すべき
ではない。」
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強くなる場合，純負債ポジションにある企業においては，非貨幣性資産から生
じる換算差益は無視され，換算損失が計上されることになる。このため，経営
者は，この換算損失に対する非経済的なヘッジ活動を強いられるとの派生的批
判が指摘されている。たとえば，本節の最初の例示のように，在外子会社が100
外貨を銀行から借入し，棚卸資産を125外貨で取得した場合，銀行からの借入金
100外貨から生じる為替変動リスクは，棚卸資産125外貨により，ヘッジされて
いると考えられる。しかしながら，テンポラル法のもとでは，外貨が強〈なる
場合には換算損失が計上される。このため，経営者は，外貨が強くなると予想
される場合には，この換算損失に備えで為替予約などコストのかかるヘッジ取
20 基準書第8号は，かかる主張を次のように述べている。「一般目的を実施する土での大
きな障害は，ある換算方法が矛盾しない為替差損益を生むかどうかを決定するためには，
まずレート変動により予測される将来の経済的効果を確かめることが可能でなげればな
らない点にある。提案は，現地通貨が強くなれば有利，弱くなれば不利という一般的な
前提に大きく依存しているように思われる。この前提は，さらに，レート変動と経済的
効果の関係がほどよく単純である，つまり，レートのみか変動し，生産量，売上高，生
産原価および販売価格等の変動要因は，本質的に影響を受けないという前提に依存して
いる。しかしながら，レート変動により予測される経済的効果を決定することは，これ
より複雑である([6]， par.106)。たとえば，ある在外事業体の設備やその他の長期資
産への投資に関して，レート変動により予測される経済的効果を評価するためには，レ
ート変動に伴う多くの相互に関連し作用し合う影響力を考慮に含めた，長期の経済見通
しが必要である。審議会は，レート変動の将来期間にわたる一般的な影響を，合理的な
確かさをもって予言することは，多くの場合困難ないし不可能であると信じる。…提案
された目的は，レート変動があったときに，その将来にわたる経済的な影響を明らかに
するような先見が要求さるので，多くの場合実行不可能である([6 ]， par. 107) 0 J 
21 D.M.ギスーズ([9 ]， p. 49)は，非経済的なへッジについて次のように述べている。
'195社のうち87社からの回答が， IF基準書第8号の結果として，在外活動に関する管理
実務および手続における重大な変更Jを報告した。…これらのうち40社が外国通貨先物
取引市場におけるへッジを増加した。この手段は，費用がかかるだけでなく，リスクを
ともなう。基準書第8号に反応してとられた手段には次のようなものがある:外国通貨
での債務による資金調達(これは，しばしば，短期にわたり存在するにすぎない会計エ
クスポージャーをへッジするために長期にわたり高い利子率の支払いをもたらす)，在外
子会社から u.S.親会社への送金の増減(これは，外国での利益のu.S.税への帰属を
変える)，外貨建の勘定の平均支払いおよび回収期間における修正，外国通貨での借入の
増減，在外活動と結び付けて保有されている現地通貨の金額および市場性ある有価証券
における変化，外貨建債権の金額の変化。これの変化にいくつかは，有利な影響をもつ
であろうが，それらはすべて確実にコストをともなう。」
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引を行う 21o
D.M.ギスーズ ([9J，p.44) は，かかる派生的批判を次のように指摘して
いる。
'U.S.の会社が，マルク建ての債務によって，そのドイツの資産を賄うこと
により，その会社は，経済的にヘッジされていると考えることができょう。マ
ルクがドルに対して強くなるとしても，在外活動は，やはりマルクで稼得した
利益で外貨債務を返済できるであろう。したがって，企業は経済的にヘッジさ
れていると考えられるであろう。しかしながら，外貨資産は歴史的レートを使
って換算され，外貨債務はカレントレートを使って換算されるであろうので，
企業は，会計上未実現損失を表示するであろう。この会計上のリスクをヘツジ
するために，企業は，経済的コストと将来的経済リスク(為替レートがその予
測と反対の方向に動く場合)の両方を伴う先物為替予約に頼るであろう。」
また， P.ローゼンフィード ([15J，p. 104) も，同様の派生的批判を「外国
為替νー ト変動による利益は，外国為替レートが変動したときではなく，後に
なって，つまり，棚卸資産が売却される期間に認識される。その期間の損益計
算書も，同様に誤りを導く。そのような誤った報告を回避するだけのために，
テンポラル法を使用しなければならない会社は，それらの取引が望ましい経営
目的をもたないし，しばしば，実際に損失をもたらす場合でさえ，これらの影
響を相殺するための取引に加わる。」と指摘している。
22 たとえば， J. A.ラーゲイII([10J， p. 49)は，この点について次のように述べてい
る。 r1975年の基準書第8号の登場後の会社経営者の反応についてかなりの証拠がある。
決算日レートでの長期債務の換算および歴史的レートでの関連固定資産の換算は，資産
の用役潜在性が債務に対する有効なへツジを提供しているとの事実を無視している。債
務に関する換算調整は純利益に算入されるが，資産のへッジ能力からの相殺効果は，算
入されない。
増分現金フローが，へッジ活動の増加や他の通貨での債務による資金調達をとうして，
為替リスクを管理するために捧げられることは明らかである。しかしながら，かかる行
動が，外国為替リスクを減少させることにより得られる経済的利益のためではなく，基
本的には8号の換算調整を改善するために行われるか否かは明らかではない。」
また， V. C.ウオlレザー・ブシイ ([16J，p. 231)は，この点について， r基準書第8
号のテンポラル法は，逆機能効果といわれるもののために批判されてきた。たとえば，
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しかしながら，テンポラル法の採用が，実際に，経営者による非経済的なヘ
ッジ活動の誘因になった否かは必ずしも明らかにされていない 220 したがって，
この派生的批判を適切なものと断定することはできないと考えられる。
(2) テンポラル法のもとでは，換算前財務諸表上の項目聞の諸関係が，換算
後維持されることなく連結財務諸表に反映されるとの批判
テンポラル法によれば，測定される属性に応じて異なる為替レートが換算の
ために用いられる。したがって，換算前財務諸表(在外子会社の外貨表示財務
諸表)上の項目間の諸関係が，換算後維持されることなく連結財務諸表に反映
される。たとえば，ほとんどの流動負債は，決算日レートで換算されるが，流
動資産は測定される属性に応じて，歴史的レートまたは決算日レートで換算さ
れる。したがって，換算前と異なる流動比率が，連結財務諸表に反映される。
また，ほとんどの負債は，決算日レートで換算されるが，資産は，測定される
属性に応じて，歴史的レートまたは決算日レートで換算される。したがって，
換算前と異なる負債比率が，連結財務諸表に反映される。さらに，売上高は，
発生日の為替レート(または期中平均為替レート)で換算されるが，売上原価
や減価償却費などの費用は，歴史的レートで換算される。したがって，売上高
に対するこれらの諸費用の相対的比重は，換算前とは異なる。このため，極端
な場合には，換算前の損益計算書における売上総利益・営業利益が，換算後の
損益計算書においては売上総損失・営業損失となり，それが連結損益計算書に
反映されることもある。たとえば，基準書第52号 ([7J，par.98)は，かかる
批判を次のように指摘している。
「もし，基準書第8号のように，貨幣項目と非貨幣項目とに異なった為替レ
ートが使われるならば，換算後のドルでの成果が，事業体の機能通貨での成果
けっして実現されないであろう架空の換算損失を防ぐために追加的費用を伴うへッジ取
引。実証研究は，いくつかのケースについてしかこれらの可能性を確証してきていない。
このことや換算結果についての誤った解釈は，明らかに 1つの方法を支持または拒絶す
るに十分な理由ではない。逆機能効果が一般的に重要であるなら，何故多くの会社がテ
ンポラル法を自主的に使用しているかを説明することは困難である。」と述べている。
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と必然的に異なってしまう。貨幣項目と非貨幣項目とに異なったレートが使わ
れるならば，極端な場合には，実際には利益を稼得しながら活動し，機能通貨
で正味現金フローを生みだしている在外事業体にとっての経営活動による成果
が，単なる機械的な換算プロセスの結果として，損失に転化してしまうことも
あろう。審議会は，各構成事業体の業績および財政状態についての実際の指標
を保持することにより，連結財務諸表は，全体としての企業についての最良の
情報を描くであろうと確信している。」
また， ]. A.ラーゲイ ([10J，pp. 51・52)は，同様の批判点を「証券分析家
が私に語ったところによれば，彼らは，彼らが圏内活動を評価するのと同じよ
うに在外活動を評価できることを望んでいる。つまり，彼らは，外貨表示財務
諸表が表示しているものに関心がある。いかんながら，基準書第8号のもとで
ドルで測定される財務的成果および項目聞の諸関係は，異なる換算レートがさ
まざまな勘定を換算するために使われるので，外国通貨で表示される同じ財務
的成果および項目聞の諸関係としばしば異なる。」と指摘している。
また，テンポラル法に対するこの批判は，テンポラル法の支持者によっても
十分認識されている。たとえば， ].フラワー([8 J， p. 307) は，この批判点
を次のように指摘している。
i(テンポラル法による一引用者挿入)換算プロセスによって，財務諸表にお
ける個々の項目間の関係が変わることがある。このことは，異なる為替レート
が異なる項目を換算するために使われるので，生じる。つまり，固定資産に対
しては歴史的レートが使われ，ほとんどの他の項目に対しては決算日レートが
使われる。したがって，換算後貸借対照表における固定資産の相対的比重は，
在外子会社の外貨表示貸借対照表に表示されているそれと異なるであろう。こ
のことは，他の問題もあるが，とりわけ負債比率に影響を与えるであろう。さ
らに重要なことは，換算後損益計算書において，減価償却費(歴史的レートで
換算される固定資産から算出される)に与えられる比重は，在外子会社の財務
諸表において表示されるそれと異なるであろう。固定資産が取得されてから，
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本国通貨に対する外国通貨の価値が下落するなら，このことは，換算後損益計
算書における減価償却費の相対的重要性を増加するという効果をもたらすであ
ろう。このことにより，在外子会社の外貨表示財務諸表において報告された利
益が，換算後財務諸表において損失に変わることも十分ありうる。」
J.フラワーは，上で引用したようにテンポラル法に対する批判点を指摘した
上で，その批判点に対する反論を 2つに分けて展開している。第ーに，J.フラ
ワー([8 J， p. 308)は，「換算前と異なる財務比率が連結財務諸表に反映され
る」との批判に対して次のように反論している。
「第一に，換算の目的が，連結財務諸表の作成を可能にすることにある点を
強調すべきである。一般的なルールとして，在外子会社の資産，負債，収益お
よび費用の換算後の数値は，連結財務諸表において親会社のそれらの数値と合
算される。在外子会社という独立した事業体は，連結財務諸表において消滅す
る。したがって，在外子会社という独立した事業体が， 1つの会社として一定
の負債比率を有しているとの事実は，連結財務諸表の観点から，目的適合性が
ない。逆に，ある人(たとえば，子会社の少数株主または債権者)が，独立し
た事業体としとの在外子会社の財政状態を検討したいなら，彼は，その個別外
貨表示財務諸表を観察すべきである。連結財務諸表は，この目的にとって目的
適合性がない。」
要するに，テンポラル法による換算によって，在外子会社の財務諸表の利用
者(たとえば，在外子会社の少数株主や債権者)が，その財政状態を評価する
さいに目的適合性を有する情報(在外子会社の負債比率などの情報)は，喪失
する。しかしながら，そのような情報は，連結財務諸表の利用目的にとって目
的適合性を有しないので，その喪失はテンポラル法に対する批判にはならない
と主張されている 230
第二に，J.フラワー([8 J， pp. 309・310)は，「換算前の利益が，換算後に損
失にかわり，それが連結損益計算書に反映される」との批判に対して次のよう
に反論している。
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「いくつかの資産(たとえば，固定資産および棚卸資産)が財務諸表上歴史
的原価で評価されている場合にのみ，利益が損失に換算されうることが思い起
こされる。この慣行が準拠される場合，財務諸表の利用者(株主)は，資産の
帳簿価値をこれらの資産に拘束された財務的金額と解釈する。固定資産に拘束
された金額は，資金が提供された通貨によって表示される。子会社をとうして
外国で資産を所有している親会社の場合，この状況は，これらの資産が，究極
のところ，親会社の株主によりその資金が提供されているということである。
資産が取得された場合，株主が財務的犠牲を払ったことになる。この犠牲が，
自主的なものであるか非自主的なものであるか，あるいは，資産取得が親会社
からの現金の送金によりなされものであるか子会社からの配当金の減少により
なされたものであるかは，この議論にとって重要なことではない。本質的な点
は，過去において親会社の株主が財務的な犠牲を払った点とその犠牲がその年
度においてその使用を差し控えた本国通貨の金額の観点から測定されている点
にある。このため，連結財務諸表における子会社の資産を本国通貨の観点から
歴史的原価で表示することが要請される。子会社の少数株主の立場は，多少異
なる。彼らの犠牲は，彼ら自身の通貨の観点からのものである。外国通貨が本
国通貨に対して価値が下落する場合，親会社の株主による犠牲は，子会社の少
数株主により払われた犠牲より大きく評価されるであろう。したがって，利益
が損失に換算されるパラドックスが生じる。」
要するに，テンポラル法のもとでは，為替レートの変動によって，親会社の
23 J.フラワー([8]， p. 309)は，子会社の財務諸表における項目聞の諸関係が連結財
務諸表にとって目的適合性がないことの理由を次のように説明している。「子会社の債権
者は，親会社から債務の返済を要求できないし，少数株主は，連結企業グループの利益
から配当金が支払われることを期待できない。子会社の財政状態についての適切な画像
を得るためには，その財務諸表は，換算されるべきではない。在外子会社の財務諸表は，
馴染みのない通貨で表示されるので，それはまごつかせるであろう。…この場合，財務
諸表全体をより理解可能な通貨に換算することが役立つであろう。この操作にとって，
使用する適切な為替レートは，決算日レートであるという点で一般的合意がある。とい
うのは，この操作は，本章で分析している換算プロセス(これは連結財務諸表の作成を
促進することである。)とは異なるからである。」
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株主にとっての収益に対する費用の相対的比重が，換算前の損益計算書におけ
るそれとは異なったものになる。したがって，極端な場合には，換算によって
利益が損失に変わり，それが連結損益計算書に反映されることは，親会社の株
主の観点からは，当然のことであり，テンポラル法に対する批判にはならない
と主張されている。
(3) テンポラル法のもとでは，換算差額がすべて換算損益として損益計算書
に計上されるニとに対する批判
換算差額をすべて換算損益とする処理に対する批判には，次のようなものが
ある。つまり，①換算損益(為替差損益)は，未実現損益であるとの論拠に基
づく批判，②為替レートが反転しそうな場合には，換算損益(為替差損益)を
認識すべきではないとの批判，③保守主義に基づいて，換算損失(為替差損)
が生じる場合にかぎり損益計算書に計上すべきであるとの批判，④換算差額を
損益に含めることは，利益に著しい変動をもたらし，財務諸表の利用者を混乱
させるとの批判。これらの批判の多くは，換算損益(為替差損益)を繰り延べ
るべきであるとする見解からの批判である。
① 換算損益(為替差損益)は，未実現損益であるとの論拠に基づく批判
この批判によれば，換算損益(為替差損益)は，実現するまで繰り延べるべ
きであると主張される。したがって，この批判に基づく会計処理が実行可能で
あるためには，換算損益(為替差損益)の実現を決定する事象が明らかにされ
る必要がある。しかしながら，換算損益(為替差損益)の実現を決定する事象
に関する説得力のある見解は，提案されていない。たとえば，基準書第8号
([ 6 J， par. 187)によれば，「在外事業から国内事業への送金(たとえば，配
当金)Jを実現決定の事象とみなす見解は，通常の実現概念 24 (資産の現金また
24 基準書第8号 ([6J，par.186)は，実現概念について， r会計上，通常適用される実
現概念は，別の資産を現金または債権に転換することに関係する。それは，棚卸資産の
転換に通常適用されるが，また，市場性ある有価証券，有形固定資産および一定の無形
資産のような資産にも適用される。資産の売却が，会計上もっとも一般的な基準である。」
と述べている。
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は債権への転換)に合致するけれども，次のように理由で容認できないと考え
られている。
「第一に，送金がどのように為替差損益を実現させるのか疑問である。たと
えば，在外事業の純負債ポジションの換算から生じた為替差益は，配当送金と
合理的に関連づけることはできない。同様に，受取勘定を主に反映する在外事
業の純資産ポジションの換算から生じた為替差益は，その受取勘定の決済によ
り回収された外貨が，別の資産の講入に使われるなら，配当送金と合理的に関
連づけることはできない。第二に，配当送金が外貨表示財務諸表の換算におけ
る実現の規準であるなら，在外事業の送金されていない利益のすべてを未実現
であると考えなければならない。この解釈は，在外事業に対する投資を原価で
計上することを要求するものであり，これは在外事業の連結の妥当性をほとん
ど否定するものである。したがって，この解釈は，受げ入れられなかった。」
また，基準書第8号([6]， par.188)によれば，「現金の消費，債権の回収
および、負債の支払」を実現決定の事象とみなす見解は，通常の実現概念(資産
の現金または債権への転換)に反するものであると考えられている。
要するに，換算損益(為替差損益)は未実現損益であるので，実現するまで
繰り延べるべきであるとの主張に基づく会計処理は，換算損益(為替差損益)
の実現を決定する事象が明らかにされていないので，実務上実行不可能である
と考えられる。したがって，換算損益(為替差損益)は，未実現損益であると
の論拠に基づく批判は，不適切であると考えられる。
② 為替レートが反転しそうな場合には，換算損益(為替差損益)を認識す
べきではないとの批判
この批判によれば，為替レートが反転しそうにない場合は，換算損益(為替
差損益)を即座に認識すべきであるが，為替レートが反転しそうな場合には，
換算損益(為替差損益)を認識すべきではなく，繰り延べるべきであると主張
される。つまり，予測される為替レートの変動の状況に応じて，換算損益(為
替差損益)は処理すべきであると主張される。たとえば， R.M.パーキンソン
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([13J， pp. 102・103)は，換算損益(為替差損益)を次のように処理すべきで
あると主張している。
1.換算損益をもたらす為替レートの変動が反転しそうにない場合，換算損
益は，通貨切り上げが生じる期間の損益計算書において認識すべきである。
2.為替レートの変動が近い将来反転しそうな場合，いかなる換算損益も損
益計算書に反映すべきではない。
3.為替レートの変動が反転する可能性があるため，換算損益が実際に実現
するかどうか疑わしい場合，換算損益は，繰り延べられ，長期間にわたり償却
すべきである。その疑いがなくなるなら，未償却の換算損益は，その疑いが無
くなる期間の損益計算書に認識すべきである。
L ローレンセン ([12J，p. 20)は，上記の R.M.パーキンソンの主張(為
替レートが反転しそうな場合には，換算損益(為替差損益)を繰り延べるべき
であるとの主張)に対して次のように反論している。
「この研究(R.M.パーキンソンによる研究口3J一引用者挿入)において，
反転しそうな為替レートの変動から生じる為替差損益の繰延に対して与えられ
る唯一の議論は，即座の認識が，誤りを導くとの主張である。しかしながら，
この研究は，これらの為替変動損益の即座の認識により誤りが導かれるとの結
論に到達した理由を説明していない。この研究は，長期債務に関する為替変動
損益が，債務の期間にわたり完全に相殺されるであろうことを指摘している。
しかし，この研究は，完全な相殺が何故繰延の必要性を示すかの理由を説明し
ていない。……為替差損益が生じるのは，外貨建貨幣項目がドルに対して有し
ている支配力が，為替レートの変動の結果として変動するからである。この支
配力およびその変動は，それらの項目をカレントな為替レートで換算すること
により，測定される。ドルに対するそれらの項目の支配力における変動は，財
務諸表の利用者にとって重要な情報である。この情報は，その変動が生じたと
きに損益計算書および貸借対照表の両方で報告されるべきである。この変動が
将来反転するかもしれないとの事実は，関係がない。」
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また，基準書第8号([6]， par.192)は，為替レートが反転しそうな場合に
は，換算損益(為替差損益)を繰り延べるべきであるとの主張に関する実務上
の問題点を次のように指摘している。
「審議会は，レートが反転しそうであるなら，為替差損益を繰り延べるべき
であるとの勧告を受け入れなかった。このような提案は，しばしば，実現主義
および保守主義に基づく提案の一部を構成している。なぜなら，これらの提案
は，レートの変動は当該利得が『実現する前』に反転するかもしれないので，
為替損益を認識すべきでないとの主張にしばしば基づいているからである。し
かし，レートが反転しそうであるなら，繰り延べるという提案は，それが将来
のレート変動の予測に依存するので，別の問題を提起する (par.166)。為替レ
ートの予測が不可能に近いことを前提とすれば，提案された方法のもとでは，
経営成績が単に予測の誤りによっで誤って表示される状況が生じる。この種の
手続は，レートの動きについて異なる決定を必ずもたらす。さらに，為替差損
益のうちいくらが為替レートが反転したときに帳消しになるかを決定するため
には，後のレート変動時における財政状態の予測が必要となるが，これもまた
極めて不確実な変数であろう。審議会は，この提案を実務的ではないと判断し
た。」
要するに，為替レートが反転しそうな場合には，換算損益(為替差損益)を
繰り延べるべきであるとの主張は，換算損益(為替差損益)が長期的には為替
レートの反転により相殺されることを指摘しているが，換算損益(為替差損益)
を繰り延べるべきであるとする論拠を明らかにしていない。また，予測される
為替レート変動の状況に応じて，換算損益(為替差損益)を処理すべきである
と主張は，実務上，実行不可能で、あると考えられる。したがって，為替レート
が反転しそうな場合には，換算損益(為替差損益)を認識すべきではないとの
批判は，不適切であると考えられる。
③ 保守主義に基づいて，換算損失(為替差損)が生じる場合にかぎり損益
計算書に計上すべきであるとの批判
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この批判によれば，すべての換算損益(為替差損益)を損益計算書に計上す
るのではなく，保守主義に基づいて，換算損失(為替差損)だけを損益計算書
に計上し，換算差益(為替差益)は繰り延べるべきであると主張される。
基準書8号([6]， par.190)は，未実現の換算差益(為替差益)を保守主義
に基づき繰り延べるべきであるとする批判がある乙とを指摘した上で，保守主
義の概念は，会計の他の領域では，妥当であるかもしれないが，その換算損益
(為替差損益)への適用は不適当であると考える理由を次のように指摘してい
る。
「保守主義は，不確実性を処理する方法であって，利得が発生してきたこと
についての不十分な証拠に基づく利益の認識を避げようとすることである。外
国為替市場におけるレートの変動は，現金，債権，債務ならびに外貨により現
在または将来価格で測定されるその他の資産および負債のドルでの帳簿価額の
変化を是認するために，利得または損失の発生の十分な客観的証拠を提供する
ものであると審議会は信じている。為替差益を単にそれが利得であるという理
由だけで繰り延べることは，レート変動が発生したことを事実上否定すること
になる。したがって，たとえ未実現の利得を識別することが実行可能で、あった
としても，未実現の為替差益の認識を繰り延べ，他方で，未実現の為替差損を
認識することは，換算における容認されない矛盾であると審議会は信じてい
る。」
また， s.ベラミー([4 ]， p. 75)は，保守主義に基づく批判について，「換
算損失は，それらが発生するや否や認識されるべきであるが，換算利益は，そ
れらが実現するまで繰り延べられるべきであると提案されてきた。しかしなが
ら，このアプローチは，内部的一貫性が欠如している。さらに，実現の時点を
決定するための規準が入手できないので，適用が困難であるりと述べている。
要するに，保守主義に基づいて，換算損失(為替差損)だけを損益計算書に
計上し，換算差益(為替差益)は繰り延べるべきであるとの主張は，保守主義
が為替レートの変動という客観的事実に基づく損益の認識に適用されている点
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や為替レートの変動という同一の事実に対して首尾一貫しない会計処理が適用
される点に疑問がある。したがって，保守主義に基づいて，換算損失(為替差
損)が生じる場合にかぎり損益計算書に計上すべきであるとの批判は，不適切
であると考えられる。
④換算差額を損益に含めるニとは，利益に著しい変動をもたらし，財務諸
表の利用者を混乱させるとの批判
この批判によれば，特定の時点における為替レートは，一時的なものであり，
短期的に変動するものである。短期的な為替レートの変動に起因する換算差額
を損益計算書に計上することは，利益に著しい変動(いわゆる，利益への「ヨ
ーヨー効果J)をもたらすとして批判される。さらに，このような著しい利益変
動を財務諸表に反映させることは，企業グループの経営成績についての長期的
動向を暖昧にし，財務諸表の利用者による長期的な利益予測を困難にすると主
張されている。
D.E.ベンダー([3 J， pp. 9・10)は，かかる批判を「基準書第8号によれば，
すべての換算損益は，一般に利益に含められる。為替レートの変動は，しばし
ば，事実上短期的なものであるけれども，任意の報告日において，測定される
損益が，非常に大きいこともあろう。換算損益は，未実現であり，しばしば，
事実上短期的なものであるで，それらを一般に利益に反映させることは，企業
の収益力や資本利益率を予測するさいに，目的適合性を有する長期的な動向を
暖昧にしがちであるりと指摘している。
また，基準書第52号 ([7J，par.156)によっても，同様の批判が次のように
指摘されている。
「基準書第8号の適用から生じる換算調整差額は，なんらかの方式で繰り延
べるか，または認識すべきではないという勧告が，基準書第8号の変更に関し
てもっとも頻繁になされた。一部の回答者によれば，為替レートは，風評，政
治および投機その他の諸要因により影響を受げるので，特定の時点、での外貨の
為替レートは，一時的なものであり，比較的短期的な変動は，会社の収益力や
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財政状態に対して長期的な影響を与えそうにないと主張された。短期的なレー
トの変動は，長期的な動向の不十分な指標にすぎないので，一時的なレート変
動から生じる換算調整差額は，誤まった解釈がなされやすいとそれらの回答者
は信じている。」
基準書第8号は，換算差額を損益に含めることは，利益に著しい変動をもた
らし，財務諸表の利用者を混乱させるとの批判に対して，次のように反論して
いる。
「さらに，審議会は，会計の機能は，報告される変動を最少化することにあ
るとの暗黙の意味を受け入れなかった。過去のレート変動は，歴史的事実であ
る。審議会は，レート変動が発生するつどその変動を計上することが，財務諸
表の利用者にもっとも役立つと信じている。レート変動の影響を認識・開示し
ないで，繰り延べたり，引き延べることは，人為的なプロセスである([6 J， 
par. 198)。審議会の意見では，財務諸表の読み手が，レートの変動によりもた
らされる報告利益の変動によって混乱することはないであろう。この見解は，
為替差損益をレートの変動時に計上する方が望ましいと述べた財務分析家のコ
メントによって支持された。為替レートは，変動するものである。会計は，レ
ートが安定的であるとの印象を与えるべきではない。([6 J， par. 199) 0 J 
要するに，換算差額を損益に含めることにより，利益が著しく変動する場合
があることは，事実である，しかしながら，このことが，財務諸表の利用者を
混乱させることになると断定することはできない。したがって，換算差額を損
益に含めることは，利益に著しい変動をもたらし，財務諸表の利用者を混乱さ
せるとの批判は，不適切で、あると考えられる。
IV むすび
本論文では，第1節において，テンポラル法を支持する 2つの主要な見解を
検討し，第2節において，テンポラル法を適用する場合の換算結果に対する批
判を検討した。
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テンポラル法を支持する 2つの主要な見解として，L.ローレンセンによる見
解と基準書第8号による見解を検討した。L.ローレンセンによる見解において
は，換算は，「測定値変換プロセス」として定義され，換算は，在外子会社の財
務諸表における測定単位を外国通貨から米国ドル〈親会社の自国通貨)に変更
することであり，測定される属性を変えるべきではないと主張されている。つ
まり，換算は，測定単位の変更を除いて，外貨表示財務諸表の作成に使用され
ているいかなる会計原則も変えるべきではないと主張されている。また，基準
書第8号による見解においては，換算の目的は，外貨によって測定されている
資産，負債，収益および費用を米国ドルによで測定することであると主張され
ている。つまり，換算は，会計原則(資産および負債の測定基準や収益および
費用の認識基準)を変えることなく，測定単位を変えるべきであると主張され
ている。このようにいずれの見解においても，換算は，外国通貨から自国通貨
への測定単位の変更であり，換算によって資産および負債の測定基準や収益お
よび費用の認識基準(または，それらの基準により測定される属性)を変える
べきではないとの主張が基礎的前提となっている。テンポラル法は，この基礎
的前提を満たす換算方法であるので，適切な換算方法であると主張されている。
したがって，テンポラル法を適切な換算方法であると主張するためには，この
基礎的前提が納得のいく論拠に基づいて導きだされていなければならない。
L.ローレンセンによれば，この基礎的前提は，次のような論拠に基づいて導き
だされている。つまり，①一般的に測定プロセスにおいて，測定値についての
有用な計算は，同じ単位で表示される測定値についてのみなされるので，異な
る単位で表示される測定値は，単一の単位に変換されなければならない。した
がって，②測定プロセスとしての財務会計においても，測定値が単一の測定単
位に変換される場合にかぎり，測定値についての有用な計算が，異なる測定単
位で表示されている財務会計上の測定値について可能となる。また，基準書第
8号によれば，この基礎的前提は，次のような論拠に基づいて導きだされてい
る。つまり，①連結財務諸表の目的は，あたかも連結ブループが複数の支庖ま
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たは部門を有する単一の企業であるかのように，親会社とその子会社の経営成
績および財政状態を表示することである。②この連結財務諸表の目的と首尾一
貫性を保つためには，連結グループ全体の取引について，あたかもその取引が
単一の企業のものであるかのように換算すべきである。これらの基礎的前提の
論拠を評価するには，決算日レート法や状況別換算法を支持する見解を検討す
る必要があるが，連結財務諸表の基礎にある単一企業概念は，親会社から独立
して活動している在外子会社については，疑問が残るものの，テンポラル法を
支持する見解の基礎的前提に対して有力な論拠を与えるものと考えられる。
テンポラル法を適用する場合の換算結果に対する批判として，①為替レート
の変動が有利な(または不利な)場合に換算差損(または換算差益)が計上さ
れるとの批判，②換算前財務諸表上の項目問の諸関係が，換算後維持されるこ
となく連結財務諸表に反映されるとの批判，③換算差額がすべて換算損益とし
て損益計算書に計上されることに対する批判を検討した。検討の結果，次のよ
うな論点から，いずれもテンポラル法に対する適切な批判ではないと結論づけ
た。①の批判については，その批判がテンポラル法自体ではなく，歴史的原価
主義会計に向けられるべき批判であると考えられる。②の批判については，テ
ンポラル法による換算によって，換算前財務諸表上の項目間の諸関係(在外子
会社の負債比率など)の情報が，喪失するが，その情報は，在外子会社の財務
諸表の利用者にとって目的適合性を有するが，連結財務諸表の利用者にとって
目的適合性を有しないと考えられる。③の批判として， (1)換算損益は，未実現
損益であるとの論拠に基づく批判， (2)為替レートが反転しそうな場合には，換
算損益を認識すべきではないとの批判， (3)保守主義に基づいて，換算損失が生
じる場合にかぎり損益計算書に計上すべきであるとの批判， (4)換算差額を損益
に含めることは，利益に著しい変動をもたらし，財務諸表の利用者を混乱させ
るとの批判を検討した。 (1)の批判については，換算損益を実現するまで繰り延
べるべきであるとの主張に基づく会計処理は，換算損益の実現を決定する事象
が明らかにされていないので，実務上実行不可能であると考えられる。 (2)の批
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判については，予測される為替レート変動の状況に応じて，換算損益を処理す
べきであるとの主張は，実務上実行不可能であると考えられる。 (3)の批判につ
いては，保守主義が為替レートの変動という客観的事実に基づく損益の認識に
適用されている点や為替レートの変動という同一の事実に対して首尾一貫しな
い会計処理が適用される点に疑問があると考えられる。 (4)の批判については，
換算差額を損益に含めることにより，利益が著しく変動する場合があることは，
事実であるが，このことが，財務諸表の利用者を混乱させることになると断定
することはできないと考えられる。
参考文献
[ 1 J American Institute of Certified Public Accountants， Accounting Research Bulle-
tins N o.51 Consolidated Financial Statement (AICPA， 1959). 
[ 2 J 新井清光著『新版財務会計論』中央経済社，昭和57年。
[3 J Bender， Douglas E.，“Foreign Currency Translation-FAS 52・Part1，" The CPA 
Journal Uune 1982)， pp.9-14. 
[ 4 J Bellamy，. Sheila，“Foreign Currency Translation，" The Australian Accountant 
(May 1989)， pp. 69・76.
[ 5 J Demirag， Istemi S.，“A Review of the Foreign Currency Translation，" The 1ηternα-
tional Journal 01 Accounting (Spring 1987)， pp. 69-85. 
[ 6 J Financial Accounting Standards Board， Statement of Accounting Standards N o.
8: Accounting lor the Translation 01 Foreign Curri仰の Transactionand Foreign 
Currenり FinancialStatements (F ASB， 1975). 
[ 7 J Financial Accounting Standards Board， Statement of Accounting Standards N o.
52 : Foreign Currency Translation (F ASB， 1981) 
[ 8 J Flower， J ohn，“Foreign Currency Translation，" In C. Nobes and R. Parker， ed.， 
Comραrative International Accounting (Philip Allan 1981)， pp. 293・325.
[ 9 J Guithues， Denise M.， Innovative Rゆortingin Foreign Currency Translation (UMI 
Research Press， 1986). 
[10J Largay II， James A.，“SFAS No. 52: Expediency br Principle ?，" The Journal 01 
Accounting， Auditing & Finαnce (Fall 1983)， pp. 44-53 
[l1J Lorensen， Leonard， Rψorting Foreign印erations01 u. S. Comlうaniesin U. S. 
Dollars， Accounting Research Study No. 12 (AICPA， 1972). 
[12J 一一一一，“Misconceptionsabout Translation，" The Canadian Chartered Accountant 
-173 (603)一
(March 1971)， pp. 18司25.
[13J Parkinson， R. MacDonal， Translation 01 Foreign Currences (The Canadian Insti-
tute of Chartered Accountants 1972). 
[14J Rosenfield， Paul，“General Price-Level Accounting and Foreigh Operations，" The 
Journal 01 Accountancy (February 1971)， pp. 58・65.
[15J 一一一一，“Accountingfor Foreign Operation，" The Journal 01 Accountαnの (August
1987)， pp. 102-112. 
[16J Walther Busse Von Colbe，“Foreign Currency Translation，" In S. J. Gray and A. G. 
Coenenberg，ed.， International Groゆ Accounting(Croom Helm Ltd 1988). 
-174 (604)一
